
局 部 課

3 年度

9

10

延べ一時保護日数/延べ一時保護児童数。一時保護の日数の増加をめざしているのではないため、目標値の設定になじまな

い。

12

活動指標 単位
実績 目標

目標値 0 0 0

実績値 36

定性的な成果目標 単位

活動実数を表す指標として適当であるため。

令和5年度 令和6年度 令和7年度

― ―

39

達成率

日

7

ー

―達成率

4

6 事業の対象

主な支出先

ー 0 0目標値 ー

点検対象年度

目標値

5

虐待を受けて緊急保護された児童及び保護者が養育をしない、問題行動を起こし家

庭で生活できない等の様々な理由で保護された児童。

対象数 単位

322

8

事業内容

児童の処遇（家庭引取や施設入所等）が決定し退所するまでの期間、児童指導員、保育士、児童心理司、学習指導員、看

護師等の専門職による生活指導、学習指導、健康管理、カウンセリング、子どもの権利擁護のための意見表明支援員の派遣等

を行う。

　恒常的な定員超過の状況を解消するため、令和3年度に増築工事を実施し、定員を24名から30名に増員した。

※国・府の基準より上回って実

施した内容

事業の目的
児童の安全を迅速に確保し、適切な保護を図り（緊急保護）、児童の心身の状況、その置かれている環境、その他の状況のア

セスメントを行う。

16.2

令和7年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和6年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

事務事業名 一時保護所管理運営事業 事業番号 014-107

担当部署名 子ども青少年 子ども相談所 一時保護所

―

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

無 現状値 ―

Ⅰ．基本情報
事業の位置付け

1

堺市基本

計画2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ③重大な児童虐待ゼロをめざした取組

2

寄与

する

KPI

有・無

公民連携・協働事業

堺市SDGs

未来都市

計画

有

施策

との

関連

指標名

―

有 取組 児童虐待の防止に向けた取組の強化

事業の概要

―

点検対象年度 年度

―

児童福祉法

7

ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット有・無

有・無 指標名

関連計画

人

目標値

令和

Ⅱ．事業目的の達成状況
事業の成果や活動実績の測定

11

実績 目標 目標

一時保護された児童の健全育成への支

援の充実
件

令和5年度 令和6年度

目標に対する実績
一時保護所の体制強化及び一時保護児童へのアセスメントに基づく生活指導、学習指導、健康管理、カウンセリング、子どもの権利擁護の

ための意見表明支援員の派遣等を実施

当該目標を設定した理由

―

令和7年度 

当該指標を選定した理由

一人あたりの一時保護日数

堺市基本計画2025の重点戦略3の施策（5）「厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実」に寄与するものであるため。

実績値 ー

実施根拠

19事業開始年度

寄与

する

KPI 無 現状値

事業の実施主体 出先機関

平成

目標値の設定根拠・算出方法

令和7年度



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

100

4,226

102,347

令和7年度

227,459

当初予算

令和7年度　事務事業評価シート（２）

430,125

R6

令和6年度

単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

②

決算

18

　一時保護の理由が多様化しており、一時保護児童への対応は専門性を必要とすることから、一時保護所の体制強化や職員の専門性の向上に取り組んでき

た。それらに加え、弁護士及び子どもの福祉に関する知識や経験を有する子どもアドボカシー関連の団体による一時保護児童への意見表明支援を実施し、一時

保護児童への支援等の一層の充実に取り組んでいることから、「要保護児童とその家庭等への支援の充実」が図られていると考えている。

　また、一時保護児童数及び延べ一時保護日数は、子ども相談所における相談対応件数及び児童虐待相談に呼応して高い水準で推移している。令和６年度

の一時保護児童数は322名と前年度と比較すると若干減少しているが、延べ一時保護日数は12,487日と、前年度と比しても一段と増加している。単位当たり

の経費は前年度と比較すると減少しており、限られた予算で施設運営及び事業の実施を遂行している。

上記①にかかる年間経費

単位

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

11,694

R6 決算

R7 予算

2,200

1,525

275,400

0

0

決算

11,295

59,815

R7

307,000

534,459430,125

R6 決算 14,963 7,481 R6 決算
その他

予算 21,393

（単位：千円）

71,986

284,700

121,287

2,175

9,991

2,5095,020

予算

0

264,900 288,400

0 0

年間経費 (ｃ)=(ａ)+(ｂ) 386,616 418,484 444,100

58,196 96,483

人件費  （ｂ）

16

事

業

費

内

訳

項　　　目

工事請負費費

R7 22,209

R6

73,768 R7

8,444

4,449
扶助費

R6

予算 90,494

14,395

18,051

R7 予算

決算

年度

R6 決算 2,365 1,182 R6

9,066

R6

65,453 2,252R7 予算

R7 予算 2,800 R7

37,555

R7 予算

予算

決算

R7

一般財源

0

職員給食徴収金 1,451 1,525 1,525

31,447

19,006

決算 62,896

職員手当等

報酬

事業費の内訳

13

令和5年度 令和6年度

その他

府支出金　 0

0 0

一時保護所管理運営事業 事業番号 014-107

項　　　目
令和4年度

決算 当初予算 決算決算

事務事業名

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

Ⅳ．事業の効率性

延べ一時保護日数

費用対効果に係る所見

Ⅴ．評価

　堺市基本計画2025の重点戦略３の施策（５）「厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実」に対する取組の方向性③「重大な児童虐待ゼロをめざした

取組」について、児童の安全を迅速に確保し、適切な保護（緊急保護を含む）を実施している。

　また、安全の確保だけではなく、一時保護された児童の心身の状況、その置かれている環境、その他の状況について、児童指導員、保育士、児童心理司、学

習指導員、看護師等の専門職によりアセスメントを行い、当該児童の処遇（家庭引取や施設入所等）が決定し一時保護所を退所するまでの期間、必要な生

活指導、学習指導、健康管理、カウンセリング、子どもの権利擁護のための意見表明支援員の派遣等を行い、当該児童の健全な育成を図っている。

418,484

うち

一般財源
事業費年度項　　　目

うち

一般財源
事業費

千円

単位当たり経費

17

34,446③

日

委託料

0 0

市債

1,453

受益者負担金(使用料、手数料等）　

0

121,716 130,084 168,700 145,425

71,986

財

源

内

訳

国支出金 60,450 70,363 70,692

事業費  (a)

0

35,786

予算

区　　分

需要費
R6 決算 14,182 7,090

① 12,487

令和5年度

算出についての説明等


